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KPMGフォーラム2014　－ 2020年　近未来の日本
基調講演、特別講演、特別セッション　講演報告　第 2 回

KPMG ジャパンは、去る 2014年11月26日、27日東京ミッドタウン、12月8日
ホテルニューオータニ大阪、12月9日ミッドランドホール（名古屋）において、

「KPMGフォーラム2014 － 2020年近未来の日本」を開催しました。
本フォーラムは企業の皆様が日々向き合われている課題とともに、将来の新し
い時代を切り拓く付加価値の高い情報提供をすべく、2013年に大幅なリニュー
アルと名称変更を経て 13年目を迎えています。
今回は、企業の皆様の最重要課題である「成長戦略」「グローバル戦略」といっ
たテーマに加え、「近未来の産業構造」はどのような変革が予想されるのか、将
来を見据えて「グローバル」な競争環境を勝ち抜き、持続的に「成長」する企
業戦略はどうあるべきかを中核に据え、外部の有識者の方々も交えて講演しま
した。

本稿では、近未来の産業構造と日本企業の今後について、外部の有識者の方々
の基調講演、特別講演、特別セッションの講演内容を広くお伝えするため、前
号に引き続き、概要をKPMGジャパンがご紹介します。
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Ⅰ
特別セッション「道を街にする」 
ー  新しいモビリティから街を 

変えられないか

有限責任 あずさ監査法人　総合研究所　
主任研究員　伊藤　慎介　

2014年11月26日に行われた東京会場1日目において、弊法
人総合研究所伊藤主任研究員が、経済産業省在職時に次世代
自動車、スマートコミュニティの国家戦略に従事した経験をふ
まえ、「道を街にする　− 新しいモビリティから街を変えられ
ないか」というテーマについての講演を行いました。

1. 電気自動車タウン構想
伊藤主任研究員は、主に排気ガス削減を目的とした「電気自

動車の普及」のブームが過去に2回あったものの、本格普及に
至らなかった理由を、ガソリン自動車の価格や性能を越えるこ
とができなかったためであるとし、技術革新が進んだ近年に
おいては、電気自動車の普及を加速させるような環境整備が
必要であり、その構想が、経済産業省より2007年に発表され
た「電気自動車タウン構想」であると説明しました。

2. スマートグリッド
さらに、米国で始まった「ＩＴを活用することで送配電シス

テムの高度化を実現」するスマートグリッドに着想を得て、日
本でも新しい社会システムの検討が始まり、電気自動車を「動
く蓄電池」としてエネルギーシステムに取り込む「スマートコ
ミュニティ」が提案され、2010年より全国4地域における実証
実験がスタートしたという内容を紹介しました。

3.  ものづくりのデジタル化
続いて、日本企業の世界シェアがエレクトロニクスを中心に

大幅に減少した理由に、「機能とハードウェアが一体化」しコ
ピーが困難であった「ものづくり」が、デジタル化により容易
にコピーが可能になったことで、「ものづくりの競争ルール」
が変わったことを挙げました。

デジタル化時代においては、自社の製品を標準化し、技術
を持たない新興国企業が新規参入できるプラットフォームを
構築することにより独占的ポジションを確立する「グローバリ
ゼーションモデル」、または、自社の製品にオープン部分を作
り、そこに多数の参入を誘導する「オープンイノベーションモ
デル」をリードした企業が勝ち組となり、現在、この転換をで
きていない日本企業の多くが、研究開発費を有効に投資でき
ず回収できない悪循環に陥っていることを指摘しました。

4.  ネットワーク化とIoT
そして、「機械」そのものの「機能」を重視した時代から、

ネットワークを経由してあらゆる「機能」を「機械」に追加で
きるIoT（Internet of Things）の時代に入り、製品はシステム
の一部となり、製品そのものよりもシステムに付加価値が移行
し、多くの機器とつながる「システム」を握る企業が勝者にな
ると述べました。

また、最近ではGoogleやAppleが自動車を取り巻くシステム
を握ろうとする動きが出ていることを指摘し、そうなると自動
車が「端末」化するため、これまでの自動車メーカーが勝ち続
けられるのかという疑問を呈しました。

5.  日本はどうするか？　～超小型モビリティ制度とオリ
ンピック
最後に、現在、国土交通省が「超小型モビリティ」という小

型の電気自動車を普及させる政策を進めていることを紹介し、
その狙いは、抜本的な省エネルギー化に加え、高齢者・子育
て層の移動支援、観光振興など多くの社会的便益を生み出す
ことにあると説明しました。

そして、コミュニティの結節点であった「道」が、自動車
の普及により「自動車道」と化したことを見つめ直し、まずは
2020年のオリンピックに向け、電気自動車を中心に「日本ら
しい」新しい魅力を発信できるよう、街ぐるみで取組みを進め
るべきではないかということを提言しました。

Ⅱ 基調講演「クリエイティブ・エコノミー」 
ー 公私混同が産業となる時代へ

有限責任 あずさ監査法人　総合研究所
主任研究員　伊藤　慎介　

2014年12月8日、12月9日に行われた大阪・名古屋会場に
おいて、弊法人総合研究所伊藤主任研究員が、経済産業省在
職時に次世代自動車、スマートコミュニティの国家戦略に従
事した経験をふまえ、「クリエイティブ・エコノミー　公私混
同が産業となる時代へ」というテーマについての講演を行いま 
した。

1.  先進国のセットメーカーを追い込んだグローバリゼー
ションモデル
伊藤主任研究員は、まず、グローバリゼーションモデルに

より、新興国から登場した新規参入者が大量生産による低コ
スト化を実現し、垂直統合型の先進国企業の競争力を奪った
ことを説明したうえで、「新規参入者に自社のリソースを提供
する」という「リスク」を取らない限り、グローバリゼーショ
ンモデルの勝者にはなれず、仮に、垂直統合型商品で一時は
市場を席巻したとしても、グローバリゼーションモデルの商品
が出てくると急速にシェアを失うリスクがあることを指摘しま 
した。
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2.  デジタル化の勝者が活用する「オープンイノベーショ
ン」
日本の製造業が苦戦するようになった要因には、グローバ

リゼーションモデルに加えて、「デジタル化」があり、そのデ
ジタル化により、相対的な付加価値がソフトウェアにシフトし
た結果、「異なるユーザーニーズに共通化した機能」を開発し、
オープン部分に多数の参入を誘導することで多様なユーザー
ニーズを満たすという「オープンイノベーション」の戦略を取
り入れた企業が勝者になると話しました。

このオープンイノベーションの流れが航空機業界や自動車
業界にも広がりつつあることを紹介したうえで、日本企業の
多くは、この「知らない相手／立場の弱い相手に賭ける」とい
うリスクがとりにくく、グローバリゼーション同様にオープン
イノベーションを起こせるライバルの登場により、一気にポジ
ションを塗り替えられる可能性があることを警告しました。

3.  機器のネットワーク化とIoT
機器のネットワーク化により、複数の機器からの情報を束ね

て「統計化」できるようになったことが、いわゆる「ビッグデー
タ」であり、その結果、予定の情報を束ねると未来が推測でき、
履歴を束ねると過去が分かるということで、タイムマシーンが
完成したという解説を行いました。その上で、あらゆる機器
がネットワーク化するIoT時代にオープンイノベーションは欠
かせない発想であるとし、オープンイノベーションを推進する
うえでは「新規参入者を創る」発想が不可欠であると強調しま 
した。

4.  ネットワーク的思想から始めたスマートコミュニティ
経産省時代に携わった「スマートコミュニティの国内実証プ

ロジェクト」では、電気自動車を「動く蓄電池」として、車と
ITとエネルギーシステムをつなげれば、よりおもしろい社会
システムが作れるのではないかという発想から企画されたもの
の、ネットワーク化することだけでは必ずしもユーザーメリッ
トにはならず、普及に至るにはさらなるバリューが必要である
ことを痛感したと話しました。

5.  公私混同の重要性
日本のものづくり産業の競争力が不調である理由として、単

なる「戦略ミス」ではなく、各社が患っている深刻な“心”の
問題に原因があるとし、最近の日本製品の傾向として、過去
の延長線上でのものづくりや、機能性重視のものづくりばかり
が重視され、全般的に魅力を失いつつあるように感じられると
の所見を述べました。

公私混同を「『私』として実現したい何かがあり、それを
『公』である職業を通じて実現に向けたアクションをとること」
と定義し、「夢・こだわり」のある人達が夢を実現するアクショ
ンがしやすい組織をつくることが重要であると見解を示しま 
した。

6.  グローバリゼーションモデルの終焉とクリエイティ
ブ・エコノミーの到来
最後に、伊藤主任研究員は、「安くて良いもの」を目指すグ

ローバリゼーションはコモディティ化しつつあり、オンリー
ワンの新しい商品に価値が移行する「クリエイティブ・エコノ
ミー」の時代が到来しつつあるとし、日本には、クリエイティ
ブ・エコノミーの勝者になるための素地である「『想像』した
ものを『創造』できる環境」があることを強く主張しました。

そして、日本が、公私混同人材をフル活用し、世界をあっ
と驚かせる商品やサービスを提案することができた時、ものづ
くり産業の復活となり、かつてのように世界から注目される存
在になると提言しました。

講演は、経済産業省における経験と具体的な事例に基づい
た、示唆に富む内容であり、ものづくりのメーカーに限らず、
多くの企業にとって大変有意義なセッションでした。
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